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1 ．はじめに
近年，初等中等教育を中心にICT（Information 

and Communication Technology）教育の普及施策が

進められている（文部科学省 2016）．大学などの高等

教育においても，ICT教育のための情報機器（以下

ICT機器と表記）を利活用した教育を推進する方針（文

部科学省 2018a）のもと，多様なメディアを利用した

遠隔授業を実施する大学が年々増加している（文部科

学省 2017）．更に，昨今の新型コロナウィルス感染防

止施策の中，PCやタブレット端末などを利用してオ

ンライン授業を受講する機会が増えている．教育の場

面で利用されるICT機器としては，プロジェクタや

大型デジタルテレビなど一斉提示を行う大型提示装置

やコンピュータに加え，近年ではタブレット端末の導

入が進んでいる．これらのICT機器を利用した教育

活用は，Visual Display Terminal（VDT）を用いた，

いわゆるVDT作業を教育の場で行っていることに他

ならない．

VDT作業には，オフィスにおける事務作業者の健

康保護を目的とする，厚生労働省によるガイドライン

（厚生労働省 2019），また，「人とシステムのインタラ

クション」の観点からISOに定められた国際標準規格

（福住ほか 2014）が存在する．近年，これらのVDT

関連ガイドラインを参考とした「児童生徒の健康に留

意してICTを活用するためのガイドブック」（以下

「ICT活用ガイドブック」と表記）が発行された（文

部科学省 2014）．しかしながら，元々デスクトップコ

ンピュータでのデータ入力・検索・照合などの作業を

起点とするVDT作業と，教育用コンテンツの視聴を

中心としてきた教育におけるICT活用の場面では利

用内容に相違する部分も多い．

VDT作業における健康配慮の対象範囲は，目の疲

労，肩や腰への負担など筋骨格系の症状，ストレスな

ど広範囲に亘っている．その中でも，目の疲労の初期

段階である視覚疲労は視力の低下など，若年者であっ

ても長期的な症状が定着し，健康が損なわれやすい点

で注目すべきと考える．令和元年度（2019年度）の学

校保健統計調査結果（文部科学省 2020a）においても，

裸眼視力1.0未満の者は小学校，中学校及び高等学校

においても過去最多となった．

視覚疲労は，ディスプレイの視認性に直結する健康

懸念である．ディスプレイの視認性は，利用環境や利

用方法だけでなく，情報機器の選択や調整に依存する

性質であり，利用する情報機器をよく理解し，適切な
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タブレット端末やスマートフォンの普及に伴い，ICT（Information and Communication Technology）活用のため
の情報機器（ICT機器）が今後益々教育の場に導入され，活用が進んでいく状況にある．その一方で，これらICT
機器を教育に活用する場合，視覚疲労などの健康影響も懸念される．このため，これらのICT機器を教育に活用し
ていく際の指針やガイドラインが発行されているが，これらは，事務作業者の保護を目的としたVisual Display 
Terminal（VDT）作業ガイドラインを参考に制定されたものであり，関連するISO国際標準規格も存在する．VDT
作業による視覚疲労は，照明環境，作業姿勢や利用時間，作業内容などが複合的な要因として関係するが，その中
でもディスプレイに関する表示特性は重要である．

本稿では，VDT作業に関連するガイドライン，特にディスプレイの視認性について注目し，その内容と関連研究
を整理する．その上で，教育分野にICT機器を利用していく際に留意すべきとされる事項との関係性を示し，今後
取り組んでいかねばならない研究課題を提起する．
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表示条件に調整していくことが求められる．その一方

で，教育の現場では，まだまだこのような課題への認

識や対応が十分に為されているとは言い難い．

本稿では，VDT作業におけるディスプレイの視認性

に注目し，教育における情報機器利用におけるディス

プレイの視認性と視覚疲労などの健康懸念の関係につ

いて検討する．特に，ディスプレイの視認性に関して

ISO国際標準規格に定められた内容や，視覚疲労に関

する先行研究の内容を踏まえながら，今後教育現場で

タブレット端末など新しい情報機器が普及するに伴い

顕在化してくると思われる課題を整理し明らかにする．

2 ．VDT作業に関するガイドライン
2.1．VDT作業ガイドラインとは

VDT作業とは，VDT機器を使用して，データの入

力・検索・照合，文章・画像などの作成・編集・修正，

プログラミング，監視などを行う作業を指す．ここで，

VDT機器とは，CRTディスプレイ（以下CRTと表記）

や液晶ディスプレイ（以下LCDと表記）などの文字

や図形などの情報を表示する出力装置（ディスプレイ）

と，キーボードやマウスなどの入力装置で構成される

機器のことを指す（厚生労働省 2008）．

VDT作業に関するガイドラインは，主にオフィス

環境でPC作業を行う事務作業者の保護を想定し，厚

生労働省管轄の下，発行，改訂が重ねられてきた．学

校教育におけるICT機器利用の機会が増える中，「ICT

活用ガイドブック」は，このガイドラインを参考に作

成されたものである．従って，このVDT作業に関す

るガイドラインの内容を把握し，更にはVDT作業の

中でも視覚に関する健康懸念に密接に結びついている

ディスプレイ関連規格について詳細を理解，把握する

ことが有益と思われる．

　

2.2．VDT作業関連ガイドライン発行・改訂の経緯
わが国では，昭和60年（1985年）に「VDT作業の

ための労働衛生上の指針について」が，CRTの利用

を念頭に発行された（労働省 1985）．その目的は，作

業環境管理，作業管理及び健康管理などの労働衛生管

理が適切に行われることであった．健康管理の内容と

して，視力検査などの眼科学的検査及び，筋骨格系に

関する他覚的検査などが健康診断の項目として盛り込

まれたが，その診断項目数から．目に関する健康管理

が主たる内容となっていた．また，定期健康診断にお

いても，目の疲労に関する自覚症状の有無の調査が盛

り込まれているなど，VDT作業による目の疲労は，

VDT作業者の健康管理において主たる関心項目で

あったと考えられる．

平成14年（2002年）には，VDT作業従事者の増大，

ノート型パソコンの普及などを背景に，「VDT作業に

おける労働衛生管理のためのガイドライン」が改訂版

として発行された（厚生労働省 2002）．そして令和元

年（2019年），「VDT作業」を「情報機器作業」と改め，

17年振りに「情報機器作業における労働衛生管理のた

めのガイドライン」（以下「情報機器作業ガイドライン」

と表記）に改訂された（厚生労働省 2019）．この改訂

では，作業に対する基本的な考え方は維持された．し

かし，タブレット端末やスマートフォンなどのモバイ

ルデバイスが普及し，更に作業従事者が増大しつつ年

齢層が拡大してきたこと，VDTという用語が一般に

馴染みがないことを踏まえ，「VDT」が「情報機器」

に置き換えられ，多様な働き方に対応できるよう健康

管理を行う作業区分の見直しが行われた．

「情報機器作業ガイドライン」において定められた

情報機器作業は，「パソコンやタブレット端末等の情

報機器を使用して，データの入力・検索・照合等，文

章・画像などの作成・編集・修正等，プログラミング，

監視等を行う作業」と定義されており，情報機器とし

てタブレット端末も明示された．但し，作業内容につ

いては前ガイドラインと同一のままである．

「情報機器作業ガイドライン」では，作業環境管理

項目として，照明及び採光，情報機器（デスクトップ

型機器，ノート型機器，タブレット端末・スマートフォ

ン等）における留意事項，ソフトウェア，椅子，机又

は作業台，騒音の低減措置などが挙げられ，それらの

内容が定められた．また，作業管理として作業時間，

作業姿勢やディスプレイ，入力機器，ソフトウェアの

調整に関する要件，留意事項が定められた．例えば，

一連続作業時間及び作業休止時間については，一連続

作業時間が 1 時間を超えないこと，また，次の連続作

業までの間に10～15分の作業休止時間を設け，且つ，
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一連続作業時間内において 1 ～ 2 回程度の小休止を設

けること，ディスプレイとの視距離は概ね40cm以上

を確保すること，表示する文字の高さが概ね 3 mm以

上とすること，などの定量的なガイド値が設けられた．

3 ．VDT作業におけるディスプレイの視認性
と視覚疲労

3.1．VDT作業における視覚疲労の発生要因
目の疲労において，視覚疲労（visual fatigue）は一

時的な症状として，時間的経過と共に回復しうる，目

の軽微な生理的疲労を表す．視覚疲労は，病理診断が

下されるような重篤な症状を示す場合に使われる眼精

疲労（asthenopia）と一般には区別されるが，生理的

疲労と病的疲労を明確に区分することは容易ではない

（鈴村 1981）．本稿では，これらの用語を先行研究に

倣って使い分けることにするが，特段の断りが無い場

合は視覚疲労の用語を用いることとする．

VDT作業によって生じる目の疲労については，様々

な症状が報告されている．症状としては，焦点が合い

にくい（調節機能の低下），二重に見える（複視），ド

ライアイに伴う目の痛みや痒み，頭痛などが挙げられ

る．また，目の疲労の原因として，Coles-Brennan et 

al.（2019）は目の調整機能や瞬き回数の低下，コンタ

クトレンズの装着など目に関する要因の他，作業姿勢，

照明や温度・湿度などの環境要因を挙げているが，目

の疲労分類にデバイス関連項目を設け，デバイスすな

わちディスプレイに関する要因として，表示画面サイ

ズや表示解像度，コントラスト，照明による反射など

を列挙している． すなわち，ディスプレイの表示特

性と照明などの周囲環境，更には視距離などの観視条

件からディスプレイの視認性が決まり，そのディスプ

レイ視認性の良否が視覚疲労の誘起に影響を及ぼして

いるとした．

3.2．ディスプレイの視認性と視覚疲労
ディスプレイに起因する視認性と視覚疲労の関係に

ついては，ディスプレイ表示技術の発展に伴い，様々な

評価検討が行われてきた．ここでは，その歴史的な経

緯を振り返ることで，ディスプレイ表示方式の変遷に伴

う視認性，視覚疲労に関する先行研究について概観する．

CRTによるVDT作業が本格化する以前は，印刷物

を用いた机上作業について，照明環境による視覚疲労

への影響に関する研究が行われていた．例えば，阪口・

永井（1974）は紙質の異なる用紙にランドルト環を多

数印刷し，照明環境の異なる条件で読み取り作業後の

目の調節応答時間を計測することにより，均一な照度

分布と照明から直接反射してくる正反射成分の低減が

目の疲労負担軽減に有効であることを示した．

その後，CRTの普及とオフィス作業への導入本格

化に伴い，CRTにおける様々な要因に対する視覚疲

労影響について多くの研究が行われた．例えば，吉武

ほか（1985）は，室内照度を 0 lx，500lx，3000lxと

した 3 条件に対し，CRT発光部の画面輝度を50cd/m2

として，CRTを 2 時間注視するVDT作業を成人男子

6 名に課した．その結果，近点調節距離の時間経過と

自覚症状検査から，室内照度500lx以上に適正照度が

あると結論付けた．また，吉武・岩永（1986）は，室

内の水平面照度550～600lx，垂直面照度300lxの照明

条件において，CRT発光部の画面輝度を 5 , 24, 50cd/

m2の 3 条件として，画面中に表示される数字の探索

作業を 2 時間課し，CRTの画面輝度推奨値が30cd/m2

であることを導いた．

1990年代以降は，LCDの普及に伴って，表示方式

の違いに由来するCRTとの表示特性差に注目した観

点から，LCDの視認性及び視覚疲労に関する研究が

行われた．例えば，吉武・田村（1994）は，LCDに

要求される「好ましい」表示輝度がCRTよりも低い

ことを明らかにした．また，窪田（1996a）は，被験

者30名の主観評価から，LCDの表示輝度とコントラ

ストの等評価尺度曲線を求め，水平面照度500lxの条

件下では，表示輝度100cd/m2を中心とする範囲でコ

ントラスト10以上に最適条件があることを示した．

現在一般的に利用されているLCDは，LCDの背面

に設けられたバックライトの照明光がLCDを透過す

ることにより表示が行われることから，「透過型」

LCDに分類される．これに対し，モバイル利用時に

おける消費電力低減要求や，屋外利用時の外光環境下

でも見やすいなどの理由から，バックライトを利用せ

ず，印刷物と同じように外光を反射することにより表

示が行われる「反射型」のLCD，即ち反射型LCDの
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研究開発が活発化した．この状況を背景として，窪田

（1996b）は，反射型LCDを疑似的に摸した印刷サン

プルを用い，その明度（反射率）とコントラストに関

する好ましい表示条件を主観評価により明らかにした．

反射型ディスプレイについては，現在LCDとは異

なる表示方式に基づく，一般に「電子ペーパー」と呼

ばれる表示方式が電子書籍端末などに採用されてきて

いる．電子ペーパーは視野角が広く，印刷物に近い視

認性のため，印刷物やLCDなど他のディスプレイ方

式との対比による視覚疲労評価が報告されている．例

えば，磯野ほか（2005）は，電子ペーパー方式の電子

書籍を用いて90分連続の読書を行い，視覚疲労の客観

指標として調節近点距離，調節緊張時間，調節緩和時

間の時間的変化量を測定し，文庫本を用いた読書との

有意差が無いことを示した．また，坂本ほか（2008）も，

120分の読書と調節近点距離評価により，電子ペーパー

と書籍，LCDのうち，LCDのみが有意に近点距離が

増加する（視覚疲労が大きい）結果を得た．

画面上でタッチ入力が可能なタブレット端末やス

マートフォンなど，最近のモバイル機器を利用した視

覚疲労に関する研究に関しては，Kim et al.（2017）

が59名の成人男女を対象に，タブレット端末（iPad）

上で 1 時間コンピュータゲームを行った後の質問調査

と視機能調査を行い，視覚疲労が有意に生じたことを

報告している．また，7 ～12歳の子ども630名を対象に，

眼科検診とスマートフォン利用時間の関係を調査した

結果では，子どものスマートフォン利用時間と小児ド

ライアイ疾患に強い関係性があることが報告されてい

る（Moon et al. 2016）．

4 ．ディスプレイの人間工学的要件に関する国
際標準規格

4.1．ディスプレイに関するISO国際標準規格
デ ィ ス プ レ イ に 関 す る 国 際 標 準 化 は，IEC

（International Electrotechnical Commission，国際電

気標準会議）とISO（International Organization for 

Standardization，国際標準化機構）で主に活動が行わ

れ て い る．IEC の 技 術 委 員 会TC110（Electronic 

displays）では，主に様々なディスプレイ方式に対す

る表示特性の計測法に関する標準化が行われている．

これに対し，ISOでは人間工学に関する標準化活動

を行うISO TC159（Ergonomics）組織下に，サブ委

員会SC4（Ergonomics of human-system interaction）

のワーキンググループとしてWG2（Visual display 

requirements）が設けられ，人間工学に基づく視覚特

性からディスプレイに対する要求特性に関する国際標

準化が行われている（池野ほか 2016）．

ISO TC159/SC4/WG2では，1992年にモノクロモニ

タに関する要求事項についてISO 9241-3（ISO 1992）

として国際標準規格が発行された．国内ではJIS規格

JIS Z 8513「人間工学-視覚表示装置を用いるオフィ

ス作業一視覚表示装置の要求事項」として平成 6 年

（1994年）に発行された．その後，カラー CRTの表示

色に対する要求事項（ISO 1997）や，表面反射と映り

込みに対する要求事項（ISO 1998）が策定され，更に

適用範囲がLCDに拡大された国際標準規格（ISO 

1999; ISO 2001）が発行された．

これらの国際標準規格は，その後体系が見直され，

ISO 9241-300サブシリーズとして統合された．ISO 

9241-300サブシリーズでは，ディスプレイ表示方式や

用途の違いに関わる部分，例えばディスプレイ表示特

性の光学的評価方法などについてはISO 9241-304～

307の改正で対応する方針とし，ディスプレイ方式に

よらない，共通で普遍的なディスプレイの人間工学的

観点からの視認性要求事項を抽出し，ISO 9241-303に

まとめることとなった（ISO 2008）．ISO 9241-303 ”

Ergonomics of human-system interaction - Part 303: 

Requirements for electronic visual displays” は2008

年に発行された後，2011年に改訂が発行され（ISO 

2011），2017年の見直しを経て現在に至っている．前

章に述べた「情報機器作業ガイドライン」では，ディ

スプレイの人間工学上の要求事項についてISO 9241-

300シリーズを参照するよう示されている．

こ の よ う に，ISO 9241-303は 電 子 デ ィ ス プ レ イ

（Electronic Visual Display）に対する視認性要求を一

般的な形式で定めた国際標準規格であり，ディスプレ

イ表示方式やタスク，利用環境について共通的な，通

常の視覚特性を有するユーザーに対し快適な視認性を

与えるための特性要求や推奨値が記載されている．
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4.2．ISO 9241-303における視認性要求
ISO 9241-303では，表 1 に示すように 8 つの主要分

野に対する視認性要求が示されている．これらの視認

性要求は，ディスプレイデバイスの表示特性のみで決

まるものではなく，ユーザーがディスプレイを利用す

る周囲環境，視認する条件，表示するコンテンツが相

互に関連し合ったものになっている．これらの主要分

野のうち，教育現場で活用される際に重要と思われる

要求事項を中心に，各主要分野の概要を述べる． 

4.2.1．観視条件（Viewing Condition）

ディスプレイに表示された情報を素早く，正確に，

負担少なく読み取るために，ディスプレイ設計上の視

距離と視認方向，ユーザーの視線方向と頭の傾きなど

が規定されている．このうち，設計視距離については，

成人の最短視認距離を考慮して300mmを下回らない

ことが求められている．

4.2.2．輝度（Luminance）

画面に表示された情報を視認するためには，画面の

背景に対し十分なコントラストが必要となる．画面の

コントラストは周囲の照明環境により変動するため，

様々な作業環境に適応して輝度バランスをとるための

表示輝度を調整する手段の提供が求められている．

表示輝度は，表示情報を十分認識できるような輝度

を確保する必要があり，ディスプレイ表面の拡散反射

と鏡面反射を考慮した上で，所定のコントラストを確

保できるように最小輝度（最暗表示時の輝度）を定め

る必要がある．Annex Dには，コントラストの許容

値と最小輝度の関係を示す，過去の国際標準規格（ISO 

1992；ISO 2001）に定められた曲線と幾つかの研究事

例が紹介されている．また，具体例として，水平照度

500lxにおいて反射率80%のポジティブ表示を行うオ

フィスアプリケーションの場合，ディスプレイの輝度

が100～150cd/m2の範囲にあることを推奨されること

が多い，と記載されている．

4.2.3．設置環境（Special Physical Environments）

ディスプレイの設置環境として，振動，風雨，温度

について設計時に考慮すべきガイドラインが記載され

ている．

4.2.4．視認性アーチファクト（Visual Artefacts）

ディスプレイ表示技術が理想的ではないために，外

界の反射や視知覚現象による意図しない画像などが，

アーチファクトとして表示情報との競合を引き起こす

場合がある．項目として，輝度の不均一性，色の不均

一性，コントラストの不均一性，幾何学的歪み，画面

の欠陥，フリッカー，ジッター，モアレ，クロストー

クなどの不安定性要因，不要な反射，意図しない色立

体視効果が挙げられている．

この中で，不要な反射については，コントラスト低

下を避けるため，必要に応じてアンチグレア処理や反

射防止処理を施し，避けられない反射成分を可能な限

り小さくすることが求められている．

4.2.5．可読性と読みやすさ（Legibility and Readability）

ディスプレイに表示された文字の可読性を確保する

ために留意すべき事項を挙げており，4.2.2と同様，

Annex Dに基づく輝度コントラストの条件，画像極

性（ポジティブ／ネガティブ表示）に加え，文字高，

文字サイズなど文字表示に関連する項目の要求事項が

述べられている．

4.2.6． 情 報 コ ー デ ィ ン グ の 可 読 性（Legibility of 

Information Coding）

画面に表示されている情報を他の表示情報と区別す

るためのコーディングに関する項目として，輝度，点
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滅，色，幾何学的形状が取り上げられている．

4.2.7．グラフィックスの可読性（Legibility of Graphics）

グラフィカルなシンボルを用いる際に，読み取りや

すいサイズやコントラスト，色に対する要求事項が記

載されている．

4.2.8．忠実性（Fidelity）

実世界を静止画あるいは動画として忠実に表示する

ための項目として，色域，ガンマ特性，動画表示特性，

ピクセル解像度などが項目として挙げられている．

4.3．学校教育におけるICT機器利用を想定した際
におけるISO9241-303視認性要求との関連性
前節で述べたように，ISO 9241-303においては，ディ

スプレイに対する人間工学的観点からの視認性要求事

項が 8 つの主要分野について述べられているが，ここ

では，学校教育においてICT機器を利用する場面を

想定した際に，この中から関連深いと思われる主要分

野，項目を抽出する．

まず，ディスプレイの基本的な表示特性である，輝

度に関する要求事項は重要である．表示輝度とコント

ラストが，教育現場における照明環境に応じて適切な

範囲に調整されていることが重要となる．また，照明

環境に関連して，視認性アーチファクトにおける不要

な反射への対処も重要である．

可読性と読みやすさ，情報コーディングの可読性，

グラフィックスの可読性，忠実性に関しては，表示コ

ンテンツに大きく依存する分野である．例えば，共通

のコンテンツを複数のICT機器に各々表示する場面

を想定した場合，利用するICT機器のディスプレイ

表示特性の違いによって可読性に影響を与える可能性

がある．特に，利用するICT機器がタブレット端末

とスマートフォンなどのようにサイズが大きく異なる

場合，表示されるフォントサイズが変化することから

可読性に影響を与えることが予想される．

観視条件については，ICT機器に搭載されている

ディスプレイの設計が要求事項に適合しているか否

か，が問題になる可能性は小さいと思われる．むしろ，

ICT機器の利用実態が，ディスプレイ設計時に想定さ

れている観視条件を大きく逸脱していないか，を確認

することがポイントとなると思われる．

不要な反射を除く視認性アーチファクトについて

は，利用するICT機器の違いによって大きな差異が

生じるとは考えにくい．CRTやLCD，電子ペーパー

など，ディスプレイ表示方式が異なるICT機器を併

用する際に，ディスプレイ表示方式の特性により特性

上の差異を生ずる可能性はあるが，視認性に対し著し

い悪影響を及ぼす可能性は少ない，と考えられる．

5 ．学校教育におけるICT機器利用の本格化と
健康懸念への配慮

5.1．ICT機器の普及状況
令和 2 年（2020年） 3 月における文部科学省の調査

では，小学校，中学校，高校における普通教室へ導入

されたプロジェクタ，デジタルテレビ，電子黒板など

の大型提示装置の整備率は59.2%と半数を超え，教育

用コンピュータ 1 台あたりの児童生徒数は4.9人と，

平成20年（2008年）の調査以降初めて 5 名より少ない

人数となった（文部科学省 2020b）．また，平成31年

（2019年）の学校教育法一部改正による「デジタル教

科書」の制度化に呼応して，タブレット端末の導入も

進みつつある．全国の高等学校を対象とする2020年の

アンケート調査結果では，タブレット型PCを導入し

ている高校は48.0%と 3 年前の調査結果に比較して

18.4%増加しており，生徒 1 人に 1 台配備を行ってい

る高校も21.3%と 2 割に達した（旺文社 2020）．

また，授業に限定しない場合，新型コロナウィルス

による小中学生のICT利用時間への影響について，

2019年は 1 日平均58.5分だった利用時間が，自粛期間

中は129.7分に倍増し， 6 月の調査時点でも79.2時間と

増加したままとなっている，という報告も寄せられて

いる（近視予防フォーラム 2020）．

5.2．学校教育におけるVDT作業の増大
学校教育におけるICT機器利用状況については，

例えば2008年に行われた研究では，小学校の普通教室

で効果的と考えられるICT利用場面は，プロジェク

タを用いて写真や実物，考え方を示す場面が多数で

あった（高橋・堀田 2008）．その後，児童生徒に一人
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一台のコンピュータが整備されている場合を想定して

行われた2017年の調査では，教員と児童生徒がICT

機器をどのように利用しているかについての調査が行

われた．その結果，児童生徒がICT環境を利用する

場面として，①PC上で閲覧する，②データを書き込

む（入力する），③データを保存する，④データを送る，

の4つに集約された．このうち，ICT機器の操作頻度

を場面毎にカウントすると，①の閲覧が625回中289回

と最も多い結果となった（三菱総合研究所 2017）．ま

た，同様に小学校におけるタブレット端末を活用した

学習活動についての先行研究でも，文章や図・写真を

表示させる機能を利用する回数が最も多い結果となっ

た（高橋ほか 2016）．このように，タブレット端末な

どの普及により，大画面に教材を提示する授業形態か

ら，児童生徒一人一人がICT機器を操作して情報を

閲覧する，といった利用が増えてきている．

大学教育においては，遠隔授業を実施する大学は

2017年度には28.1%と 4 年前に比べ7.5%増加し，講義

にeラーニング自習やインターネット上でのグループ

ワークを取り入れている大学は46.1%と半数近くと

なっている（文部科学省 2020c）．また，新型コロナウィ

ルス感染拡大防止を目的として，全面的に遠隔（オン

ライン）授業に切り替えた大学がその影響についてア

ンケート調査を実施し，調査結果を公開している．こ

のうち，神奈川大学によるアンケート調査結果（複数

回答）によれば，利用するICT機器について自己所

有のPCと回答した学生は84.8%に達したが，スマー

トフォンを利用する学生も22.5%，タブレット端末利

用者も8.6%存在する，という結果であった（神奈川

大学 2020）．

　

5.3．学校の教室における照明環境及びディスプ
レイ視認性に関連する学校環境衛生基準
ディスプレイの良好な視認性を確保するためには，

室内の照明環境など，利用環境の整備がまず重要とな

る．学校での環境整備については，学校保健安全法に

基づき，学校環境衛生基準が平成21年（2009年）に定

められ，その後平成30年（2018年）に一部改正された

（文部科学省 2018b）．学校環境衛生基準においては，

採光及び照明の検査項目に関し，表 2 に示す基準が設

けられている．

この中で，特にまぶしさ（グレア）については，生

理的，心理的な疲労に直接影響するとし，まぶしい箇

所やその原因を積極的に見つけて対策を行うことが推

奨されている．
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させる機能を利用する回数が最も多い結果となった2 

（高橋ほか 2016）．このように，タブレット端末など3 

の普及により，大画面に教材を提示する授業形態から，4 

児童生徒一人一人が ICT機器を操作して情報を閲覧す5 

る，といった利用が増えてきている． 6 

大学教育においては，遠隔授業を実施する大学は7 

2017 年度には 28.1%と 4 年前に比べ 7.5%増加し，講義8 

に e ラーニング自習やインターネット上でのグループ9 

ワークを取り入れている大学は 46.1%と半数近くとな10 

っている（文部科学省 2020c）．また，新型コロナウィ11 

ルス感染拡大防止を目的として，全面的に遠隔（オン12 

ライン）授業に切り替えた大学がその影響についてア13 

ンケート調査を実施し，調査結果を公開している．こ14 

のうち，神奈川大学によるアンケート調査結果（複数15 

回答）によれば，利用する ICT 機器について自己所有16 

の PC と回答した学生は 84.8%に達したが，スマート17 

フォンを利用する学生も 22.5%，タブレット端末利用18 

者も 8.6%存在する，という結果であった（神奈川大学 19 

2020）． 20 

 21 

5.3. 学校の教室における照明環境及びディスプレ22 

イ視認性に関連する学校環境衛生基準 23 

ディスプレイの良好な視認性を確保するためには，24 

室内の照明環境など，利用環境の整備がまず重要とな25 

る．学校での環境整備については，学校保健安全法に26 

基づき，学校環境衛生基準が平成 21 年（2009 年）に27 

定められ，その後平成 30 年（2018 年）に一部改正さ28 

れた（文部科学省 2018b）．学校環境衛生基準において29 

は，採光及び照明の検査項目に関し，表 2 に示す基準30 

が設けられている． 31 

この中で，特にまぶしさ（グレア）については，生32 

理的，心理的な疲労に直接影響するとし，まぶしい箇33 

所やその原因を積極的に見つけて対策を行うことが推34 

奨されている． 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

 40 

表 2 教室等の照明環境に係る学校環境衛生基準 41 

検査項目 基準 

照度 (ア) 教室及びそれに準ずる場所の照

度の下限値は，300 lx（ルクス）とする．

また，教室及び黒板の照度は，500 lx 以

上であることが望ましい． 

(イ) 教室及び黒板のそれぞれの最大

照度と最小照度の比は，20：1 を超えな

いこと．また，10：1 を超えないことが

望ましい． 

(ウ) コンピュータを使用する教室等

の机上の照度は，500 ～ 1000 lx 程度

が望ましい． 

(エ) テレビやコンピュータ等の画面

の垂直面照度は，100 ～ 500 lx 程度が

望ましい． 

(オ) その他の場所における照度は，工

業標準化法（昭和 24 年法律 

第 185 号）に基づく日本工業規格（以

下「日本工業規格」という．） 

Z 9110 に規定する学校施設の人工照明

の照度基準に適合すること． 

まぶしさ (ア) 児童生徒等から見て，黒板の外側

15°以内の範囲に輝きの強い光源（昼

光の場合は窓）がないこと． 

(イ) 見え方を妨害するような光沢が，

黒板面及び机上面にないこと． 

(ウ) 見え方を妨害するような電灯や

明るい窓等が，テレビ及びコンピュー

タ等の画面に映じていないこと． 

 42 

5.4. 「デジタル教科書」制定に連動した健康懸念へ43 

の配慮 44 

5.4.1. 「デジタル教科書」使用基準の設定 45 
平成 30 年（2018 年）に学校教育法等の一部を改正46 

する法律が公布され，法律が施行される平成 31 年47 

（2019 年）4 月 1 日から「デジタル教科書」が小中高48 

等学校に導入された．これに伴い，学校教育法第三十49 

四条第二項に規定する教材の使用について定める件50 

（平成 30 年文部科学省告示第 237 号）が平成 30 年51 

表 2 　教室等の照明環境に係る学校環境衛生基準
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5.4．「デジタル教科書」制定に連動した健康懸念
への配慮

5.4.1．「デジタル教科書」使用基準の設定

平成30年（2018年）に学校教育法等の一部を改正す

る法律が公布され，法律が施行される平成31年（2019

年） 4 月 1 日から「デジタル教科書」が小中高等学校

に導入された．これに伴い，「学校教育法第34条第 2

項に規定する教材の使用について定める件」（平成30

年文部科学省告示第237号）が平成30年（2018年）12

月27日付けで公布された（文部科学省 2018c）．そこ

では，「デジタル教科書」を使用する授業時間が各教

科の授業時間の1/2に満たないこと，また，採光及び

照明を適切に行うこと，その他児童生徒の健康を保護

する観点から適切な配慮がなされていること，などが

基準として設けられた．

「デジタル教科書」の制定以後，令和 2 年（2020年）

に入り，児童生徒一人一台の端末環境におけるデジタ

ル教科書・教材の活用促進に関する検討を目的とした，

「デジタル教科書の今後の在り方等に関する検討会議」

が設置された（文部科学省 2020d）．この検討会議に

おける最終報告では，デジタル教科書の使用を各教科

等の授業時数の1/2に満たないこととする現行基準に

ついて，児童生徒の健康に関する留意事項について周

知・徹底を図ることを前提として撤廃することが適当

である，と結論付けられた．ここで，児童生徒の健康

に関する留意事項として，長時間に亘って端末の画面

を注視しないようにすること，具体的には，授業にお

いて30分に 1 回，20秒程度画面から目を離して目を休

めるよう指導すること，端末画面との視距離について，

20cmの視距離を避け，30～50cm離して見ることが必

要，との意見が最終報告に盛り込まれた．

5.4.2．「ICT活用ガイドブック」の発行

「デジタル教科書」の制定に先立ち，平成23年度（2011

年度）から平成25年度（2013年度）にかけて実施され

た，文部科学省「学びのイノベーション事業」におい

て，授業でICT機器を使う際に，生徒の健康にどの

ような配慮を行うべきかをまとめた，「ICT活用ガイ

ドブック」（正式名「児童生徒の健康に留意してICT

を活用するためのガイドブック」）が平成26年（2014年）

に発行された（文部科学省 2014）．このガイドブック

では，ICT活用に取り組む教員が，児童生徒の健康面

への影響に配慮すべき事項を改善の方策としてまとめ

たものとなっている（表 3 ）．

タブレットPCの利用については，改善の方策のポ

イントとして，姿勢に関する指導，画面への映り込み

の防止，使いやすさへの配慮が挙げられている．この

うち，姿勢に関する指導については，タブレットPC

の置き方を工夫すること，机と椅子の高さを適切に調

整することなど，児童生徒の姿勢をよくするための注

意点が述べられている．画面への映り込みの防止につ

いては，児童生徒の視線とタブレットPCの画面を直

交する角度に近づけることで画面が見やすくなるよ

う，タブレットPCの角度を調節すること，その際に

画面に照明が反射しないよう，児童生徒が自分で画面

の角度を調整するよう指導すること，更に，画面に反

射防止用フィルタを取り付けること，が記載されてい

る．また，使いやすさへの配慮については，画面の明

るさ（輝度）を設定して見やすくするなど，児童生徒

自身で操作性の向上を図れるよう配慮すること，同じ

姿勢を長時間続けないこと，長時間にわたってタブ

レットPCの画面を中止し続けないよう，授業の実施

方法を工夫することなどが具体的な改善の方策として

挙げられている．

「ICT活用ガイドブック」発行の後，日本人間工学会・

子どものICT活用委員会は，教員だけでなく児童生

徒にも理解できる実用的なガイドライン（以下「子ど

ものICT活用ガイドライン」と表記）を学会Webサ

イトに公開した（江川 2012; 柴田ほか 2016; 2017; 

著者名・タイトル 

（2018 年）12 月 27 日付けで公布された（文部科学省 1 

2018c）．そこでは，「デジタル教科書」を使用する授業2 

時間が各教科の授業時間の 1/2 に満たないこと，また，3 

採光及び照明を適切に行うこと，その他児童生徒の健4 

康を保護する観点から適切な配慮がなされていること，5 

などが基準として設けられた． 6 

「デジタル教科書」の制定以後，令和 2 年（2020 年）7 

に入り，児童生徒一人一台の端末環境におけるデジタ8 

ル教科書・教材の活用促進に関する検討を目的とした，9 

「デジタル教科書の今後の在り方等に関する検討会議」10 

が設置された（文部科学省 2020d）．この検討会議にお11 

ける最終報告では，デジタル教科書の使用を各教科等12 

の授業時数の 1/2 に満たないこととする現行基準につ13 

いて，児童生徒の健康に関する留意事項について周知・14 

徹底を図ることを前提として撤廃することが適当であ15 

る，と結論付けられた．ここで，児童生徒の健康に関16 

する留意事項として，長時間に亘って端末の画面を注17 

視しないようにすること，具体的には，授業において18 

30 分に 1 回，20 秒程度画面から目を離して目を休め19 

るよう指導すること，端末画面との視距離について，20 

20cm の視距離を避け，30～50cm 離して見ることが必21 

要，との意見が最終報告に盛り込まれた． 22 

5.4.2. 「ICT 活用ガイドブック」の発行 23 
「デジタル教科書」の制定に先立ち，平成 23 年度24 

（2011 年度）から平成 25 年度（2013 年度）にかけて25 

実施された，文部科学省「学びのイノベーション事業」26 

において，授業で ICT 機器を使う際に，生徒の健康に27 

どのような配慮を行うべきかをまとめた，「ICT 活用ガ28 

イドブック」（正式名「児童生徒の健康に留意して ICT29 

を活用するためのガイドブック」）が平成 26 年（201430 

年）に発行された（文部科学省 2014）．このガイドブ31 

ックでは，ICT 活用に取り組む教員が，児童生徒の健32 

康面への影響に配慮すべき事項を改善の方策としてま33 

とめたものとなっている（表 3）． 34 

タブレット PC の利用については，改善の方策のポ35 

イントとして，姿勢に関する指導，画面への映り込み36 

の防止，使いやすさへの配慮が挙げられている．この37 

うち，姿勢に関する指導については，タブレット PC の38 

置き方を工夫すること，机と椅子の高さを適切に調整39 

することなど，児童生徒の姿勢をよくするための注意40 

点が述べられている．画面への映り込みの防止につい41 

ては，児童生徒の視線とタブレット PC の画面を直交42 

する角度に近づけることで画面が見やすくなるよう，43 

タブレット PC の角度を調節すること，その際に画面44 

に照明が反射しないよう，児童生徒が自分で画面の角45 

度を調整するよう指導すること，更に，画面に反射防46 

止用フィルタを取り付けること，が記載されている．47 

また，使いやすさへの配慮については，画面の明るさ48 

（輝度）を設定して見やすくするなど，児童生徒自身49 

で操作性の向上を図れるよう配慮すること，同じ姿勢50 

を長時間続けないこと，長時間にわたってタブレット51 

PC の画面を中止し続けないよう，授業の実施方法を工52 

夫することなどが具体的な改善の方策として挙げられ53 

ている． 54 

 55 

表 3 「ICT 活用ガイドブック」における改善方策 56 

項目 改善方策のポイント 

教室の明るさ ・カーテンによる映り込みの防止 

・照明環境への配慮 

電子黒板 ・画面への映り込みの防止 

・文字の見やすさへの配慮 

タブレット PC ・姿勢に関する指導 

・画面への映り込みの防止 

・使いやすさへの配慮 

 57 

「ICT 活用ガイドブック」発行の後，日本人間工学58 

会・子どもの ICT 活用委員会は，教員だけでなく児童59 

生徒にも理解できる実用的なガイドライン（以下「子60 

どもの ICT 活用ガイドライン」と表記）の作成を目指61 

した活動を行い学会 Web サイトに公開した（江川 62 

2012; 柴田ほか 2016; 2017; 2019a）．この Web サイト63 

では，授業での ICT 機器利用を想定し，「ICT 機器を用64 

いる教室環境」と，「学習者用コンピュータを用いる学65 

習場面」に分けて留意事項が示されている（日本人間66 

工学会 2019）． 67 

このうち，「ICT 機器を用いる教室環境」では，授業68 

において教員が留意するべき事項として，①カーテン69 

による画面への映り込み防止，②外光が映り込まない70 

見やすい配置，③十分な視距離と姿勢の指導，④画面71 

への映り込みの防止，⑤ケーブル配線など，安全で使72 

表 3 　「ICT活用ガイドブック」における改善方策
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2019a）．このWebサイトでは，授業でのICT機器利

用を想定し，「ICT機器を用いる教室環境」と，「学習

者用コンピュータを用いる学習場面」に分けて留意事

項が示されている（日本人間工学会 2019）．

このうち，「ICT機器を用いる教室環境」では，授

業において教員が留意するべき事項として，①カーテ

ンによる画面への映り込み防止，②外光が映り込まな

い見やすい配置，③十分な視距離と姿勢の指導，④画

面への映り込みの防止，⑤ケーブル配線など，安全で

使いやすい機器配置，の 5 項目についてその対応策や

工夫点が示されている．また，「学習者用コンピュー

タを用いる学習場面」では，4 つの代表的な学習場面，

①見る・読む，②書く・描く，③撮る，④発表する，

における留意事項をまとめ，授業中に教員が留意する

のみならず，児童生徒自身がそれらの点に配慮して

ICT機器を活用することが期待されている（表 4 ）．

5.5．ICT機器利用に際しての健康懸念調査状況
学校教育を対象としたVDT作業に関する研究事例

としては，東海地区の大学，短大，高等専門学校にお

けるコンピュータ実習室について， 4 施設321名の学

生を対象にアンケート調査を行った研究事例がある

（Kamei et al., 2007）．この研究結果では，VDT作業

時に精神的疲労，肉体的疲労，頚肩腕部疲労を感じた

学生は各々約 3 割であった．また，64.7%の学生が目

の疲労感を訴える結果となった．

近年の研究事例では，学校の授業においてタブレッ

ト端末の導入が進んでいることを受け，タブレット端

末を用いた学習に関連した調査研究が行われつつあ

る．柴田ほか（2018）は，タブレット端末の映り込み

を軽減するアンチグレアフィルムの効果について，普

段の授業にタブレット端末を利用している公立小学校

6年生を対象として，文字の書きやすさ，画面の見や

すさについて課題を通したアンケート調査を行い，ア

ンチグレアフィルムの効果を検証した．また，公立中

学校の生徒を対象に，タブレット端末の導入前と導入

後 9 か月後の 2 度，タブレット端末を使った学習への

健康懸念についてのアンケートを実施した．その結果，

懸念された項目として18項目の中から回答が多かった

順に，視力の低下，目の疲労，長時間の利用が挙げら

れ，タブレット端末導入前に比較して導入後に各々懸

念が増加した結果が得られた（柴田ほか 2019b）．

教室でのタブレット端末利用における疲労との関係

についての調査では，小学生の児童830名を対象とし

て，タブレット端末の使いやすさと身体影響について

のアンケート調査が行われた．調査内容は，タブレッ

ト端末を使った学習の得意さ，使いやすさ，身体疲労

についてであり，57%の児童が映り込みにより見にく

さを感じていると回答し，69%がタブレット端末を傾

けて利用していた．その一方で，タブレット端末の画

面の明るさを全く調整したことが無い，と回答した児

童は61%を占めた．また，疲労部位として最も多く指

摘されたのは眼であった（柴田ほか 2019c）．

このように，コンピュータを設置した専用教室での

実習においても，近年の普通教室におけるタブレット

端末を利用した授業においても，視覚疲労をはじめと

する目の健康に対する懸念がうかがえる．
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いやすい機器配置，の 5 項目についてその対応策や工1 

夫点が示されている．また，「学習者用コンピュータを2 

用いる学習場面」では，4 つの代表的な学習場面，①3 

見る・読む，②書く・描く，③撮る，④発表する，に4 

おける留意事項をまとめ，授業中に教員が留意するの5 

みならず，児童生徒自身がそれらの点に配慮して ICT6 

機器を活用することが期待されている（表 4）． 7 

 8 

表 4 「子どもの ICT 活用ガイドライン」における9 

代表的な「学習場面」の分類と留意事項 10 

学習場面 留意事項 

見る・読む ・正しい姿勢 

・十分な視距離 

・見やすい画面の位置と角度 

・蛍光灯などの映り込み防止 

・画面の明るさ調整 

書く・描く ・正しい姿勢 

・正しいペンの持ち方 

・描きやすい画面角度 

・無理のない手首の角度 

・指での操作とペン利用 

撮る ・両手で持ちやすい配慮 

・揺れの防止（映像を見る時の酔い防

止） 

・周囲の人や物への注意 

・安全な持ち運びと置き場所 

発表する ・グループの人への見やすさ 

・画面への映り込み防止 

・見やすい文字や図の大きさ 

・持ちやすい配慮 

・適宜，机に置くなどの工夫 

 11 

5.5. ICT 機器利用に際しての健康懸念調査状況 12 

学校教育を対象とした VDT 作業に関する研究事例13 

としては，東海地区の大学，短大，高等専門学校にお14 

けるコンピュータ実習室について，4 施設 321 名の学15 

生を対象にアンケート調査を行った研究事例がある16 

（Kamei et al., 2007）．この研究結果では，VDT 作業時17 

に精神的疲労，肉体的疲労，頚肩腕部疲労を感じた学18 

生は各々約 3 割であった．また，64.7%の学生が目の疲19 

労感を訴える結果となった． 20 

近年の研究事例では，学校の授業においてタブレッ21 

ト端末の導入が進んでいることを受け，タブレット端22 

末を用いた学習に関連した調査研究が行われつつある．23 

柴田ほか（2018）は，タブレット端末の映り込みを軽24 

減するアンチグレアフィルムの効果について，普段の25 

授業にタブレット端末を利用している公立小学校 6 年26 

生を対象として，文字の書きやすさ，画面の見やすさ27 

について課題を通したアンケート調査を行い，アンチ28 

グレアフィルムの効果を検証した．また，公立中学校29 

の生徒を対象に，タブレット端末の導入前と導入後 930 

か月後の 2 度，タブレット端末を使った学習への健康31 

懸念についてのアンケートを実施した．その結果，懸32 

念された項目として 18 項目の中から回答が多かった33 

順に，視力の低下，目の疲労，長時間の利用が挙げら34 

れ，タブレット端末導入前に比較して導入後に各々懸35 

念が増加した結果が得られた（柴田ほか 2019b）． 36 

教室でのタブレット端末利用における疲労との関係37 

についての調査では，小学生の児童 830 名を対象とし38 

て，タブレット端末の使いやすさと身体影響について39 

のアンケート調査が行われた．調査内容は，タブレッ40 

ト端末を使った学習の得意さ，使いやすさ，身体疲労41 

についてであり，57%の児童が映り込みにより見にく42 

さを感じていると回答し，69%がタブレット端末を傾43 

けて利用していた．その一方で，タブレット端末の画44 

面の明るさを全く調整したことが無い，と回答した児45 

童は 61%を占めた．また，疲労部位として最も多く指46 

摘されたのは眼であった（柴田ほか 2019c）． 47 

このように，コンピュータを設置した専用教室での48 

実習においても，近年の普通教室におけるタブレット49 

端末を利用した授業においても，視覚疲労をはじめと50 

する目の健康に対する懸念がうかがえる． 51 

 52 

5.6. 「情報機器作業ガイドライン」及び ISO 9241-53 

303 からみた学校教育における ICT 機器の利用 54 

本節では，現行の VDT 関連ガイドラインである「情55 

報機器作業ガイドライン」及び，ディスプレイの視認56 

性要求をまとめた国際標準規格 ISO 9241-303との比較57 

により，学校教育における ICT 機器利用時における健58 

康懸念への配慮について，どのような対策が行われて59 

表 4 　「子どものICT活用ガイドライン」における代表
的な「学習場面」の分類と留意事項
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5.6．「 情 報 機 器 作 業 ガ イ ド ラ イ ン 」 及 びISO 
9241-303からみた学校教育におけるICT機器の
利用
本節では，現行のVDT関連ガイドラインである「情

報機器作業ガイドライン」及び，ディスプレイの視認

性要求をまとめた国際標準規格ISO 9241-303との比較

により，学校教育におけるICT機器利用時における

健康懸念への配慮について，どのような対策が行われ

ており，どのような課題が残されているか，について

可視化することを試みる．

5.6.1．「情報機器作業ガイドライン」に関する事項

「情報機器作業ガイドライン」では，具体的なガイ

ド値として，ディスプレイとの視距離は概ね40cm以

上を確保するよう定められている．これに対し，これ

までは「子どものICT活用ガイドライン」において，

十分な視距離を確保することが留意事項に記載されて

いる程度であったが，2020年12月に提出された「デジ

タル教科書の今後の在り方等に関する検討会議」最終

報告において，視距離を30～50cm確保することが必

要，との定量的なガイド値が記載された．今後は，こ

の新たなガイド値が導入された後，授業など学校教育

の場において，視距離を30cm以上に保つための配慮，

指導が継続的に行われていくかどうかが課題となるで

あろう．

次に，「情報機器作業ガイドライン」では，表示す

る文字の高さを概ね 3 mm以上とすることが求められ

ている．検定教科書の本文の文字サイズは概ね10.5～

18ptである（文部科学省 2008）ことを踏まえ，例えば，

10.5ptの文字を表示する場合は，文字の高さは3.7mm

となるため，「情報機器作業ガイドライン」のガイド

値を満たすことになる．しかしながら，本文が10.5pt

の場合に，ルビ，数学などにおける添字を表示する場

合は，これら文字の表示サイズは 3 mmを下回ること

が予想されるため注意が必要である．また，スマート

フォンなど画面サイズの小さなICT機器を利用する

場合は，表示を拡大して見やすさを確保するなどの配

慮が必要といえる．

VDT作業時間について「情報機器作業ガイドライン」

では，一連続作業時間が 1 時間を超えないこと，また，

次の連続作業までの間に10～15分の作業休止時間を設

け，且つ，一連続作業時間内において 1 ～ 2 回程度の

小休止を設けることとなっている．これに対し，「デ

ジタル教科書」を用いた学校教育においては，授業時

間が各教科の授業時間の1/2に満たないこと，が対応

する基準となっていた．この現行基準は，「デジタル

教科書の今後の在り方等に関する検討会議」最終報告

において撤廃が適当，との方針が示されたことから，

今後は同報告に盛り込まれた，「授業において30分に

1 回，20秒程度画面から目を離して目を休めるよう指

導すること」が新たな基準として適用されると思われ

る．この基準は，学校での授業時間と，授業間の休憩

時間を想定した場合，概ね「情報機器作業ガイドライ

ン」のガイド値に対応していると思われる．今後は，

この新基準が採用された場合に，学校教育の場でこの

基準が運用されていくかどうかが課題となる．また，

学校での授業以外におけるICT機器利用，即ち家庭

での自習や塾などの場面において，この基準に従った

運用が行われるかどうかも課題といえよう．

5.6.2．ISO 9241-303に関する事項

ISO 9241-303に定められた視認性要求のうち，輝度

に関連する事項では，輝度バランスを適切に行うため

の照明環境について，学校衛生基準による基準値が設

けられている（表 2 ）．例えば，コンピュータを使用

する教室等の机上の照度が500lxの場合は，ディスプ

レイの表示輝度は100～150cd/m2の範囲にあること，

などの推奨範囲を求めることが可能である．

輝度の調整に関しては，「ICT活用ガイドブック」

におけるタブレットPCの「使いやすさへの配慮」，「子

どものICT活用ガイドライン」における「学習場面」

において，児童生徒が輝度調整を行えるよう配慮する

ことが盛り込まれている．その一方で，輝度調整をし

たことが無い児童が多数を占めている現状も，柴田ほ

か（2019c）の先行研究により明らかにされた．また，

推奨される輝度やコントラストの範囲がISO 9241-303

に定められているものの，利用中のICT機器が適切

な輝度，コントラストに設定されているかどうか，容

易に判断できないことも課題と考えられる．

不要な反射への対処については，まず照明環境への
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配慮事項として，学校環境安全衛生基準に「まぶしさ」

の低減に関する基準が示されているほか，「ICT活用

ブック」においても教室の明るさにおける「カーテン

による映り込みの防止」や「照明環境への配慮」など，

具体的な改善方策が示されている．また，ICT機器利

用時には，設置場所や画面角度を工夫するなど，画面

への映り込み防止について，教師及び児童生徒が改善

に向けて工夫すべき内容が具体的に示されている．

画面の映り込みについては，柴田ほか（2019c）の

先行研究から，児童の過半数が見にくさを感じている

ことから，ICT機器利用時の大きな課題の一つである

といえる．その一方で，児童自身が映り込みを認識し

ていることから，「ICT活用ブック」や「子どもの

ICT活用ガイドライン」に従い，映り込み防止に向け

た対処法を会得することで，ある程度まで改善を図る

ことが可能と思われる．その上で，不要な反射を更に

低減するため，アンチグレア処理が施されたディスプ

レイや，反射防止型ディスプレイを選択していくこと

が望ましい．

可読性や読みやすさについては，前項にも述べた通

り，文字サイズの影響が大きいと考えられることから，

画面サイズが小さくなる場合に注意が必要である．「デ

ジタル教科書」などの教材を，学校で準備したICT

機器で利用する場合は問題が少ないと思われるが，自

己所有の情報機器を利用する場合，特に，大学生など

が遠隔授業でスマートフォンを利用する場合などには

問題が生じる可能性が高いと思われる．また，可読性

が損なわれることにより視距離が短くなり，視距離

30cmを保てなくなることが懸念される．

以上のように，「情報機器作業ガイドライン」と国

際標準規格ISO 9241-303からみた，学校教育における

ICT機器利用時における留意事項と課題を述べた．こ

れらをまとめて表 5 に示した．

6 ．まとめと今後の研究課題
VDT作業では，照明などの環境，VDT機器の設置

状況，作業者の姿勢，ディスプレイの表示特性，表示

内容や作業内容，作業時間が要因となって目の疲労や

筋骨格系の症状，ストレスに繋がっていくことを述べ

た．また，「情報機器作業ガイドライン」などVDT作

業関連ガイドライン，ディスプレイの視認性要求につ

いての国際標準規格，ISO 9241-303について，VDT

作業に対しどのような留意事項，ガイドラインが示さ

れているかを概説した．

教育における情報機器の活用，特に学校でのICT

教育における情報機器の利用については，関連する基

準やガイドラインの発行状況とその概要を紹介した．

また，教育の場で情報機器の利用が進む中で，VDT

作業の機会が増えていく実態と，健康懸念に対する教

師や児童生徒の意識や対策についての先行研究を紹介

し，先に述べたVDT作業に関するガイドライン，

ISO国際標準規格との比較により，これまでの対策状

況と課題の抽出を試みた．

学校教育に向けたガイドラインの発行や定量的な基
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とから，ICT 機器利用時の大きな課題の一つであると1 

いえる．その一方で，児童自身が映り込みを認識して2 

いることから，「ICT 活用ブック」や「子どもの ICT 活3 

用ガイドライン」に従い，映り込み防止に向けた対処4 

法を会得することで，ある程度まで改善を図ることが5 

可能と思われる．その上で，不要な反射を更に低減す6 

るため，アンチグレア処理が施されたディスプレイや，7 

反射防止型ディスプレイを選択していくことが望まし8 

い． 9 

可読性や読みやすさについては，前項にも述べた通10 

り，文字サイズの影響が大きいと考えられることから，11 

画面サイズが小さくなる場合に注意が必要である．「デ12 

ジタル教科書」などの教材を，学校で準備した ICT 機13 

器で利用する場合は問題が少ないと思われるが，自己14 

所有の情報機器を利用する場合，特に，大学生などが15 

遠隔授業でスマートフォンを利用する場合などには問16 

題が生じる可能性が高いと思われる．また，可読性が17 

損なわれることにより視距離が短くなり，視距離 30cm18 

を保てなくなることが懸念される． 19 

以上のように，「情報機器作業ガイドライン」と国際20 

標準規格 ISO 9241-303 からみた，学校教育における21 

ICT 機器利用時における留意事項と課題を述べた．こ22 

れらを表 5 にまとめて示す． 23 

 

表 5 学校教育における ICT 機器利用時の留意事項と課題 
項目 留意事項 課題 

照明環境 ・教室内，机上照度の確保 

・まぶしさ，映り込み原因の排除 

・一般教室での適正な照明環境の確保 

・カーテンなどによる適切な対策 

ディスプレイ 

（ICT 機器） 

・輝度バランスの適切な設定 

・画面の映り込み対策 

 

・適正な文字サイズでの表示 

・輝度を適切に設定するための調整方法 

・設置場所・画面角度の工夫，アンチグレア処理や反射

防止処理が施されたディスプレイの利用 

・ルビや添字利用時の表示サイズ確保，画面サイズの大

きなディスプレイの利用 

ユーザー ・正しい姿勢と十分な視距離の確保 ・視距離を保つための配慮と継続的な指導，画面サイズ

の大きなディスプレイの利用 

時間 ・連続作業時間の制限と適度な休憩 ・授業間及び授業中の休憩時間確保と継続的な指導 

 

6. まとめと今後の研究課題 1 

VDT 作業では，照明などの環境，VDT 機器の設置2 

状況，作業者の姿勢，ディスプレイの表示特性，表示3 

内容や作業内容，作業時間が要因となって目の疲労や4 

筋骨格系の症状，ストレスに繋がっていくことを述べ5 

た．また，「情報機器作業ガイドライン」など VDT 作6 

業関連ガイドライン，ディスプレイの視認性要求につ7 

いての国際標準規格，ISO 9241-303 について，VDT 作8 

業に対しどのような留意事項，ガイドラインが示され9 

ているかを概説した． 10 

教育における情報機器の活用，特に学校での ICT 教11 

育における情報機器の利用については，関連する基準12 

やガイドラインの発行状況とその概要を紹介した．ま13 

た，教育の場で情報機器の利用が進む中で，VDT 作業14 

の機会が増えていく実態と，健康懸念に対する教師や15 

児童生徒の意識や対策についての先行研究を紹介し，16 

先に述べた VDT 作業に関するガイドライン，ISO 国際17 

標準規格との比較により，これまでの対策状況と課題18 

の抽出を試みた． 19 

学校教育に向けたガイドラインの発行や定量的な基20 

準の検討が進む中で，VDT 作業に関わる主要な項目の21 

うち，最も検討と対策が遅れているのは，輝度やコン22 

トラストなど，ディスプレイの基本的な表示特性に関23 

する部分と思われる．「ICT 活用ガイドブック」におい24 

ても，「画面の明るさを設定して画面を見やすくする」25 

など，輝度に対する対処法は定性的な内容に留まって26 

いる．柴田ほか（2019c）の先行研究が明らかにしたよ27 

うに，映り込みに対する問題意識とは対照的に，輝度28 

表 5 　学校教育におけるICT機器利用時の留意事項と課題
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準の検討が進む中で，VDT作業に関わる主要な項目

のうち，最も検討と対策が遅れているのは，輝度やコ

ントラストなど，ディスプレイの基本的な表示特性に

関する部分と思われる．「ICT活用ガイドブック」に

おいても，「画面の明るさを設定して画面を見やすく

する」など，輝度に対する対処法は定性的な内容に留

まっている．柴田ほか（2019c）の先行研究が明らか

にしたように，映り込みに対する問題意識とは対照的

に，輝度調整への対応は進んでいない．

最近のタブレット端末やスマートフォンには，周囲

の照度によって画面輝度を自動調整する機能がついて

いる機種が多い．これらの自動調整機能が適切に機能

しているかどうかの検証も含め，学校教育における情

報機器利用時の輝度とその調整状況の実態調査と，輝

度及びコントラスト調整に対する適切な対処法の確立

が，今後早急に取り組んでいくべき研究課題の一つと

思われる．特に，後者への対策として，輝度やコント

ラストが適切な範囲に調整されているかどうか，児童

生徒にも取り扱いが可能な確認・調整手法を考案し，

普及させていくことが肝要と思われる．

教育のICT活用が加速し，VDT作業の機会が増え

ていく中で特筆すべきは，学校教育における「デジタ

ル教科書」制定を機会として，ICT機器が端末として

一人一台に普及が進んでいくこと，また，その端末と

してタブレット端末の普及が進むことが想定されるこ

とである．現状では，「デジタル教科書」など電子書

籍の閲覧，映像副教材やオンライン授業の聴講，回答

入力などの操作などが主たるVDT作業内容となって

いるが，今後は，タブレット端末を活用した協働学習

として，様々な利用方法が創案されていくと予想され

る．この中で，例えばタブレット端末を用いた複数人

による協働学習などについては，VDT作業関連ガイ

ドラインやISO国際標準規格の想定からは大きく逸脱

したVDT作業にも思われる．

今後，協働学習などによる新たな学習方法の開発と

ICT機器の利用が進む中で，VDT作業の観点から，

新たに配慮すべき留意事項が生じてくる可能性も考え

られる．将来の研究課題として，教育におけるICT

活用が一定の段階まで進んだ時点において，これまで

のオフィス作業の延長線上には分類されない，新たな

VDT作業を抽出・整理し，健康配慮の観点から検討

すべき留意事項とその対策を検討することが必要と思

われる．
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